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データ主導社会 1

現実世界

センシング、デジタル化、データの変換・抽出等
利活用サービス

ＡＩ

データが蓄積

ビッグデータ

データを基に分析
サイバー空間

社会課題

分析結果や
結果に基づく制御

社会的課題の解決

現実世界の
データを送信

現実世界へのフィードバッ
ク（新たな価値の創造）

様々なモノ・機械・ヒト

EMS

自動運転
スマート
ファクトリー

ヘルスケア

労働力不足
医療費増大

資源枯渇
介護負担増大

ＩｏＴ



特定警戒１３都道府県の主要駅における人の流れ 2

京都駅
天神駅

横浜駅

三ノ宮駅

新宿駅
梅田駅

札幌駅

水戸駅

岐阜駅

名古屋駅

（出典：NTTドコモの人流データから総務省作成）

千葉駅

大宮駅

金沢駅

約
４
～
７
割
の
減
（平
日
）

約
６
～
９
割
の
減
（休
日
）

【注】①感染拡大前（1/18～2/14の4週間の平日平均または休日平均）と当日の人流データ（15時台）を比較。
②主要駅周辺でも一定の居住者がいる場合には、人流が大きく減少することはないことに留意。

（％）

緊
急
事
態
宣
言

宣
言
全
国
拡
大

宣
言
延
長
決
定

※居住者の多い地点は人流が大きく減少することはないことに留意



人との接触を８割減らす１０のポイント ： デジタル化前提の社会 3

１

オンライン帰省

ビデオ通話で
スーパーは１人
または少人数で

すいている時間に

２ ３

公園はすいた時間、
場所を選ぶ

ジョギングは
少人数で

通販で

４ 待てる買い物は
飲み会は

５

オンラインで
定期受診は間隔を調整

６ 診療は遠隔診療

自宅で動画を活用

７
飲食は

８

持ち帰り、

宅配も

通勤は医療・インフラ・
物流など社会機能維持
のために

仕事は在宅勤務９

会話は10
マスクをつけて

３つの密を
避けましょう

１．換気の悪い密閉空間
２．多数が集まる密集場所

３．間近で会話や発声をする密接場面

手洗い・
咳エチケット・
換気や、健康管理

も、同様に重要です。

筋トレやヨガは



ＩｏＴの普及とSystem of Systemsの実現 4

データ流通層

ネットワーク層

プラットフォーム層

端末層

System of Systems

異なる領域間の
データ連携を促す
ことが必要

デジタルガバメント
（デジタル庁）

データ戦略

“digitization”から”digitalization”への転換



移動通信システムの進化 （第１世代～第５世代） 5

1990 2000 2010 20201980

(bps)

10k

1G

100M

10M

1M

100k

アナログ方式

音声
デジタル方式

パケット通信

第２世代

メール

静止画
（カメラ）

ブラウザ

動画

第３世代

LTE-Advanced

第４世代

最大通信速度は

30年間で約10万倍

(年)

10G

世界共通の
デジタル方式

高精細動画

最
大
通
信
速
度

第５世代

LTE

3.9世代

3.5世代

10年毎に進化

第１世代



第５世代移動通信システム(5G)の特徴 6

膨大な数の
センサー・端末

スマートメータ―

カメラ

2G 3G 4G

低遅延

同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線

超高速

現在の移動通信システムより
100倍速いブロードバンドサー
ビスを提供

多数同時接続
スマホ、PCをはじめ、身の回り
のあらゆる機器がネットに接続

超低遅延

利用者が遅延（タイムラグ）を
意識することなく、リアルタイム
に遠隔地のロボット等を操作・
制御

5G 社
会
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
大

⇒ ２時間の映画を３秒でダウンロード（LTEは5分）

⇒ロボット等の精緻な操作（LTEの10倍の精度）をリアルタイ
ム通信で実現

⇒自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続
（LTEではスマホ、PCなど数個）

ロボットを遠隔制御



５Ｇの主要要件及びユースケース 7

※ITU-R資料等を基に総務省作成

①超高速

②超低遅延

映像配信

自動運転
スマートシティ

スマートホーム

３Ｄ映像

クラウド上での業務・ゲーム

ＡＲ（拡張現実）

医療等
③多数同時接続

工場機械化音声

100倍通信速度 １００Ｍｂｐｓ １０Gｂｐｓ

30～50分の1遅延 30～50ミリ秒 １ミリ秒

100倍接続数 1万台／km2 100万台／km2

４Ｇ ５Ｇ



ローカル５Ｇ＝電波利用の民主化 8

医療機関が導入

遠隔診療

ゼネコンが建設現場で導入

建機遠隔制御

事業主が工場へ導入

スマートファクトリ

農家が農業を高度化する

自動農場管理
自治体等が導入

河川等の監視

センサー、4K/8K

スタジアム運営者が導入

eスタジアム

自治体による

テレワーク環境の整備

5G

CATVで導入

４Ｋ･８Ｋ動画

 地域や産業の個別のニーズに応じて、地域の企業や自治体等の様々な主体が柔軟に構
築可能。

 通信事業者のエリア展開がすぐに進まない地域でも5Gシステムを構築・利用可能。

 他の場所の通信障害や災害、ネットワークの輻輳などの影響を受けにくい。



ローカル５Ｇ等の開発実証プロジェクト＝ユースケースの発掘 9

＜具体的な利用シーンで開発実証を実施＞

プロジェクト プロジェクト プロジェクトプロジェクト

農業 防災

…

地域課題解決モデ
ル

地域課題解決モデ
ルの実証

モビリティ

地域課題解決モデ
ル

… 地域課題解決モデ
ル

地域課題解決モデ
ル

地場産業等

実証システム等の環境
の整備

高度無線
システムの
技術実証

地域主体、ベンダ等からなるコンソーシアム



ICTインフラ地域展開マスタープラン２．０ （２０２０年７月） 10

光ファイバの整備

ローカル５Ｇ等の利活用の推進

５Ｇ基地局の整備

開設計画を
２割以上前倒し

マスタープラン（2019年6月） 新たな取組

・携帯電話等エリア整備事業による支援

・ローカル５Ｇの制度化
28.2-28.3GHzの周波数利用について制度化
（2019年12月）

・ローカル５Ｇ周波数の拡大
4.6-4.8GHz、28.3-29.1GHzの周波数利用について
追加（2020年中）

・ローカル５Ｇ等の開発実証の推進
地域課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた
開発実証を実施

・高度無線環境整備推進事業による支援

５Ｇ基地局・光ファイバの
全国展開を大幅前倒し・４Ｇ用周波数の５Ｇ化

2020年夏制度化

・新たな５Ｇ用周波数
の確保について検討

・５Ｇ投資促進税制の創設
５Ｇ基地局前倒し整備推進
ローカル５Ｇ整備促進

・ローカル５Ｇ周波数の拡大
4.8-4.9GHzの周波数利用（屋内／屋外）
について追加（2020年中）

・補正予算を活用した
事業の大幅拡充

光ファイバ未整備世帯を
約18万世帯に減少

21万局
以上

2021年度末

５Ｇ基地局の整備数
（2023年度末）

２年前倒しで達成

開設計画の3倍以上

8.4万局
以上

2023年度末＋

＋

達成目標



Society5.0時代におけるICTインフラを活用した地域課題解決 11

ＩＣＴによる地域課題解決・地域活性
化

データ
利活用

地域
実装

ネット
ワーク
インフラ

スマートシティ
ＩＣＴにより複数の課題を解決するためのプラットフォームの構築

ＡＩ

データ蓄積

ビッグデータ

５Ｇローカル５Ｇ

光ファイバ

データ分析

地域課題解決モデルの実証

国内外の
他地域へ
ヨコ展開

国内外の
他地域へ
ヨコ展開

スマート農業 遠隔医療 モビリティ 地場産業

エネルギー・環境

医療・福祉・介護・育児

農林水産

行政

防災・減災

観光・交通

＜地域課題解決モデルの例＞



急速に変貌するネットワーク 12

従来のネットワーク 今後のネットワーク

AIによる
ネットワーク制御
自律性のあるネットワーク

仮想化による汎用機器（ホワイトボックス）の利用が進展
［ハード・ソフト分離］

ソフトウェア技術の重要性の高まり

集約基地局
機能

移動管理
機能

接続管理
機能通話処理

機能

分散基地局
機能

汎用機器
（ホワイト
ボックス）

クラウドネイティブ
可用性の高い資源（リソース）配分

コアネットワーク

機能定義（仮想化）
～～

コアネットワーク

～～

基地局

基地局

個別の専用機器

…

端末

端末

様々な機能ごとに、個別の専用機器を配置
（数百種類にも及ぶ）

オ
ー
ケ
ス
ト
レ
ー
タ

オーケスト
レーション
機能

ソフトウェア



ネットワークスライシング 13

ＩｏＴサービス
（センサ等）

低遅延サービス
（ＡＲ等）

その他
新サービス

ＩｏＴサービス
（センサ等）

低遅延サービス
（ＡＲ等）

その他
新サービス

スライシングされていないＮＷ スライシングされているＮＷ

画一的な通信インフラに
異なる要件のアプリ・サービスの

トラヒックが混在

異なる要件のサービスごとに
スライスを分けてトラヒックを分離

ＮＷはソフトウェアにより実装
柔軟に改変可能

(出典）中尾彰宏 (2017.3.17)  「将来のネットワークインフラの課題」（総務省「将来のネットワークインフラに関する研究会（第３回）」配布資料）を基に作成

トラヒック需要の一時的・局所的な
高まり等に対し、余剰なネットワー
ク設備を柔軟に充てることが可能と
なる等、ネットワーク全体を効率的
に運用可能。

効率的なネットワークの実現

IoTサービスの異なる要件に対応し、
ネットワーク構成要素（設備等）を
柔軟に組み合わせることが可能とな
り、サービスにあったネットワーク
運用・管理を迅速に提供可能。

柔軟なネットワークの実現



Beyond 5Gの検討の必要性 14

1990 2000 2010 20201980 (年)2030

アナログ方式
音声通話

デジタル化
パケット通信

世界標準方式
フィーチャーフォン

スマートフォン
動画

産業・公的利用

国際標準への反映

製品開発・実装

基本コンセプトの検討

(年)

要素技術の開発

１Ｇ
（1980年代）

２Ｇ
（1993年～）

３Ｇ
（2001年～）

LTE・４Ｇ
（2010年～）

５Ｇ
（2020年～）

Beyond 5G
（2030年代）

技術仕様等の
勧告の策定

Beyond 5G
ビジョン勧告の策定
（機能要件を勧告）

2020 2025 2030

世界無線通信会議
（WRC-23）

（周波数を特定）

世界無線通信会議
(WRC-27)

（周波数を特定）



Beyond 5Gに向けた各国の取り組み 15

6 Genesisプロジェクト
• Oulu大学が立ち上げた6Gの研究開発

プロジェクト（Nokia等が協力）。
2018-2026年の8年間で251M€(300
億円)規模の予算を獲得。

• 2019年3月に”6G Wireless Summit”
を主催し世界各国の著名な研究者が発
表を行った。Nokia Bell Labsと
Huaweiがゴールドスポンサー。

• 2019年9月に白書「Key Drivers and 
Research Challenges for 6G 
Ubiquitous Wireless Intelligence」
を公表。

• 工業情報化部(MIIT)
• 2020年1月、中国での5Gの推進主体であるIMT -2020（中国

信息通信研究院が中心となり、通信事業者、ベンダー等が参画、
5G 関連の技術開発・検証、標準化活動等を推進）を拡充し、
IMT -2030 とし、次世代標準の研究を実施している旨表明。

• 科学技術部(MOST)
• 2019年11月、6Gの研究開発の開始を発表。あわせて2つの組

織（ 「6G研究推進の責任主体となる政府系の機関」、「37の
大学や研究機関、企業からなる技術的組織」）を立ち上げ。

• 華為技術
• 2019年11月の会長コメント「6Gは研究の初期段階。6Gで使

用が想定される周波数の特性や技術的課題の研究、経済的、社
会的利益に焦点を当てた研究チームを任命した」

• 科技情通部：2020年8月、「6G R&D推進戦略」を
公表。5年間で2000億ウォン（約200億円）をコア
技術開発に投資。

• LG電子：2019年1月、「6G研究センター」を設置。
• Samsung電子：2019年6月、6Gコア技術の開発の

ための研究センターを立ち上げ。2020年7月、6G
ビジョンの白書を公表、標準化完了・商用化開始を
最速で2028年と予測、テラヘルツ波やAI等を候補
技術として列挙。

• 2019年2月、大統領が6Gへの取
組強化をツイート。3月にFCCは
研究用途のテラヘルツ利用の開
放を決定。

• 2020年3月、５G戦略法が成立。
6Gも見据えた実施計画を策定。

• 2018年1月、DARPAが無線（テ
ラヘルツ波）とセンサー技術の
研究拠点「ComSecTer」を立ち
上げ。半導体メーカー
(Intel,IBM,ARM, Samsung等）
や大学と連携（UCサンタバーバ
ラ等）。

• 2018年7月、2030年以降に実現されるネット
ワークの技術研究を行うFocus Group NET-2030
をITU-T SG13に設置。

• 2019年5月、白書「Network 2030」を公表。

フィンランド他

韓国 国際電気通信連合（ＩＴＵ）

米国中国

• 総務省： 2020年６月、「Beyond 5G推進戦略」
を策定・公表

• NICT：2018年7月、欧州委員会と連携してテラ
ヘルツ波end-to-endシステムの開発研究を開始。
Beyond５Gを見据えワイヤレス、ネットワーク、
デバイスなど研究開発を推進中。

• NTT：2019年6月、６Gを見据えたネットワークの
構想「IOWN」を発表。2019年10月、米インテル、
ソニーと次々世代の通信規格での連携を発表。

• NTTドコモ：2020年1月、2030年頃のサービス
提供開始を目指し、６Gに向けた技術コンセプト
（ホワイトペーパー）公開。

日本

 2018年頃から6Gの実現に向け有望と考えられる通信技術について学術的な議論が各地で活発に
行われてきた。直近では、各国政府が関与した研究開発の動きも活発化してきている。



Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇに求められる機能等 16

拡張性

超低消費電力

Beyond 5G

超安全・信頼性

超高速・大容量 超低遅延 超多数同時接続

5Gの特徴的機能の更なる高度化

高速・大容量 低遅延 多数同時接続

5G
持続可能で新たな価値の創造に
資する機能の付加

自律性

•アクセス通信速度は5Gの10倍

•コア通信速度は現在の100倍

•5Gの1/10の低遅延

•CPSの高精度な同期の実現

•補完ネットワークとの高度同期
•多数同時接続数は5Gの10倍

•現在の1/100の低消費電力

•対策を講じなければ現在のIT
関連消費電力が約36倍に
（現在の総消費電力の1.5倍）

•セキュリティの常時確保

•災害や障害からの瞬時復旧

•ゼロタッチで機器が自律的に連携

•有線・無線を超えた最適なネットワークの構築
• 衛星やHAPSとのシームレスな接続（宇宙・海洋を含む）

• 端末や窓など様々なものを基地局化

• 機器の相互連携によるあらゆる場所での通信

※ 緑字は、我が国が強みを持つ又は積極的に
取り組んでいるものが含まれる分野の例

テラヘルツ波

オール光ネットワーク

完全仮想化

量子暗号

時空間同期
（サイバー空間を含む。）

センシング

HAPS活用

インクルーシブインターフェース

低消費電力半導体



Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ推進戦略（２０２０年６月） 17

Beyond 5Gにおける国際競争力強化
インフラ市場シェア3割程度
デバイス・ソリューション市場でも持続的プレゼンス

Beyond 5Gの
早期かつ円滑な導入

研究開発戦略 知財・標準化戦略 展開戦略

基本方針

先端技術への集中投資と、
大胆な電波開放等による

世界最高レベルの
研究開発環境の実現

戦略的オープン化・デファクト化の
促進と、海外の戦略的

パートナーとの連携等による

ゲームチェンジの実現
サプライチェーンリスクの低減と
市場参入機会の創出

5G・光ファイバ網の社会全体への
展開と、5Gソリューションの実証を

通じた産業・公的利用の促進等による

Beyond 5G ready
な環境の実現

2025年頃から順次
要素技術を確立

Beyond 5G必須
特許シェア10％以上

2030年度に44兆円
の付加価値創出

Beyond 5G推進コンソーシアム

グローバル・ファースト

• 国内市場をグローバル市場の一部
と捉えるとともに、我が国に世界
から人材等が集まるようにすると
いった双方向性も目指す。

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを生むｴｺｼｽﾃﾑの構築

• 多様なプレイヤーによる自由でア
ジャイルな取組を積極的に促す制
度設計が基本。

リソースの集中的投入

• 我が国のプレイヤーがグローバル
な協働に効果的に参画できるよう
になるために必要性の高い施策へ
一定期間集中的にリソースを投入。

• Beyond 5G推進戦略は、
①2030年代に期待されるInclusive、Sustainable、Dependableな社会を目指したSociety 5.0実現のための取組。
②Society 5.0からバックキャストして行うコロナに対する緊急対応策かつコロナ後の成長戦略を見据えた対応策。

• 本戦略に基づく先行的取組については、大阪・関西万博が開催される2025年をマイルストーンとして世界に示す。

政府と民間が一丸となって、国際連携の下で戦略的に取り組む

産学官の連携により強力かつ積極的に推進

①各戦略に基づき実施される具体的な取組の共有、②国内外の企業・大学等による実証プロジェクトの立ち上げ支援、③国際会議の開催

※総務省の部局横断的タスクフォースが戦略の進捗を管理。毎年プログレスレポートを作成・公表し、必要に応じて戦略を見直す。
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革新的光ネットワーク技術の研究開発
（8.5億円）

仮想空間における電波模擬システム
技術の高度化 （40.0億円）

グローバル量子暗号通信網構築のため
の衛星量子暗号通信の研究開発
（15.0億円（新規））

日本 戦略的パートナー
である国・地域

コンソーシアムと
して共同で実施

共同公募

応募

大学
企業等

大学
企業等

ファンディング

研究開発

国際標準化

政府 政府

実施の合意

テーマ決定

5G高度化等に向けた総合的・戦略的
な国際標準化・知財活動の促進
（6.2億円（新規））

Beyond 5G研究開発促進事業等

（注）上記のほか、グローバル量子暗号通信網
構築のための研究開発（14.5億円）及び衛
星通信における量子暗号技術の研究開発
5.0億円を計上。

任意の環境（地形・建築物等）を
仮想空間上で模擬

多様な無線システムの
電波発射等を模擬可能

電波模擬システム

・減衰・反射・回折などの電波伝搬を高精度に模擬
・既存無線システムとの干渉影響をリアルタイムに評価・判定

電波模擬技術

空間モデル化

電波伝搬・干渉モデル化

電波伝搬検証基盤技術

仮想空間上で無線機を任意（場所・数）に配置し、検証

衛星ネットワーク化技術

衛星バス及び
通信機器の開発

地上系⇔衛星系ネットワーク
連携・構築・運用技術

量子暗号通信の
広域ネットワーク化技術

地上系長距離リンク技術

量子中継器

地上系中継技術

量子通信

量子暗号装置 量子暗号装置

（受信側）（送信側）

補助金

NICT
自らによる
研究開発

補助金

委託/助成

企業、大学
連携

利用

Beyond 5Gの研究開発
を促進する競争的資金

Beyond 5G
共用研究施設・設備

（テストベッド等）

(50.0億円)

(20.9億円
の内数)
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ＫＤＤＩ グループ

ＮＴＴドコモ

ソフトバンク グループ

（契約数、シェアは2020年３月末時点。営業利益、売上高、営業利益率は2019年度。）

楽天モバイル
（2020年４月から本格サービス開始）

・契約（申込）数：100万契約（６月末）

MNO
（シェア86.8%）

MVNO
（シェア 13.2％）

移動系通信（携帯電話、ＰＨＳ及びＢＷＡ）の契約数：１億8,661万

・シェア： 37.3％
・売上高： 4兆6,513億円
・営業利益： 8,547億円（営業利益率：18.4%）

・シェア： 27.6％
・売上高： 5兆2,372億円
・営業利益： 1兆 252億円（営業利益率：19.5%）

・シェア： 21.8％
・売上高： 4兆8,612億円
・営業利益： 9,117億円（営業利益率：18.8%）

サブブランド（10/1～）

サブブランド

楽天モバイル

インターネットイニシアティブ

NTTコミュニケーションズ

オプテージ

LINEモバイル

ネットワーク
の貸出し

卸料金
の支払い
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利用者にとって分かりやすい料金の実現（→参考３）

新規参入の促進（→参考１）

(1) 楽天モバイルの新規参入
・ 令和２年４月からMNOとして本格サービス開始

⇒ 同社のサービスエリアの拡大
・ カバー率：東名阪エリア中心（４月時点）→ 70%（令和２年度末（計画値））
・ 契約（申込）数：100万契約（6月末）→300万契約（12月末（計画値））

(2) MVNO向けの卸料金※の低廉化
※ MNOからMVNOへのネットワーク貸出料

①音声卸料金の適正化 ⇒ ６月総務大臣裁定（日本通信対NTTドコモ）
裁定結果を踏まえた音声卸料金の低廉化

②データ通信卸料金（接続料）の低廉化 ⇒ 算定方式の変更により2020年度から３年間で５割減を目
指す

事業者乗換えの円滑化（→参考２）

(1) 行き過ぎた囲い込みの是正 ⇒ （従来）４年縛り契約、違約金9,500円

期間拘束を２年迄に、違約金上限を1,000円に

(2) SIMロック※解除の推進
※ 端末を他事業者で使えなくする措置

⇒ 端末購入時のＳＩＭロック即時解除義務化（令和２年４月完全適用）

(3) 番号持運び制度（ＭＮＰ）の利用環境の整備 ⇒ MNPガイドラインの改正（2021年春頃から適用）
・ 手数料の原則無料化（3,000円→０円）
・ 過度な引き止め行為の禁止、オンライン受付の２４時間化

(1) 通信料金と端末代金の完全分離
⇒

（従来）通信料金を原資とした過度な値引き・キャッシュバック
（例：10万円端末の０円販売等）

端末代金の値引きの上限を ２万円に

(2) 改正電気通信事業法の適切な執行 実施状況を把握し、違反事案には厳正に対応
違反事業者への行政指導
・ ＫＤＤＩの販売代理店計27社（３月）、ＮＴＴドコモの販売代理店計70社（５月）
・ 楽天モバイル（９月）

【具体的な取組】（赤字は今後の取組）

改正電気
通信事業法

改正電気
通信事業法
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［第１の柱］ 分かりやすく、納得感のある料金・サービスの実現

ア 過度に複雑な料金プランやサービスは、利用者の正確な理
解や適切な選択の妨げ。

イ 公正な競争は、利用者が料金やサービスの内容を理解できる
ことが前提。

① 改正事業法の着実な執行（通信料金・端末代金の完全分離）【本年秋に指針改正】

② 誤解を与える表記の是正（「頭金」問題等） 【年度内に調査し、是正】

③ 消費者の一層の理解促進（ポータルサイト構築） 【年内に構築、順次拡充】

④ 中古端末を含めた端末流通市場の活性化 【引き続き実施】

［第２の柱］ 事業者間の公正な競争の促進

ア ネットワークの使用料（接続料等）は、MVNOによる料金設定を
左右。適正性の十分な確保が必要。

イ MNO間の公正な競争環境の整備が必要。

① データ接続料の一層の低廉化（3年間で5割減） 【年度内検討開始】

② 音声卸料金の一層の低廉化 【来夏までに検証結果公表】

③ 周波数の有効利用の促進 【本年度中に検討開始】

④ インフラシェアリングの促進 【引き続き実施】

［第３の柱］ 事業者間の乗換えの円滑化

ア 公正な競争には、現に加入している契約に過度に縛られずに
乗り換えられる環境の整備が重要。

イ 過度な期間拘束や引き留め、コスト負担、固定と携帯のセット
割引等による過度な囲い込み等の課題が指摘。

ウ スイッチングコストを低下させるための取組が必要。

① 改正事業法の着実な執行（過度の期間拘束の禁止） 【四半期毎に進捗を管理】

② 番号持ち運び制度（ＭＮＰ）の利用環境の整備 【来年度より指針施行】

③ キャリアメールの持ち運び実現の検討 【年度内に検討】

④ ＳＩＭロック解除の推進 【今秋以降、検討の場を設置】

⑤ eＳＩＭの促進 【来夏までに指針を公表】

⑥ 固定と携帯のセット割引等の検証 【今秋以降実施】

利用者の理解を助ける

多様で魅力的なサービスを生み出す

乗換えを手軽にする

 携帯電話は生活必需品となり、国際的に遜色がない水準で国民・利用者にとって分かりやすく納得のできる料金・サービスの実現が必要。

 総務省は、モバイル市場における公正な競争環境を確保するため、以下の事項を強力に推進。

 携帯電話事業者においても、公正な競争環境の下、各自の経営判断に基づき、不断の取組みを行うことが期待される。

 公正取引委員会や消費者庁と協力するとともに、今後の電波の割当ての際に上記２．の取組みを審査し、条件の実施状況を着実に検証する。

 モバイル市場の競争状況については、毎年検証し、必要に応じて、取組の見直しや追加的な対策を取りまとめる。

１．基本的な考え方

２．具体的な取組み

３．今後の進め方
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D
KS

R

データ容量

月額料金

0

4,000円

5,000円

6,000円

7,000円

8,000円

3,000円

2,000円

1,000円

D K

S

2,980円※4

7,850円※1

（～30GB）

8,450円※1

（無制限）
8,280円※1

（～50GB）6,950円※1

（～7GB）

8,280円※1

（～5GB）

低・中容量プラン 大容量プラン

楽天

（2020年10月28日現在。
音声あり・期間拘束なしプランで比較。）

※１：１回５分以内の国内通話無料。※２：1回10分以内の国内通話無料。※３：国内通話かけ放題。
※４：月間データ利用量が契約容量を超過した場合の通信速度は、送受信時最大１Mbps。
※５：オプテージは、au回線プラン利用時の料金。

・自社回線エリア：無制限
ローミングエリア：5GB
・アプリ利用時には、
国内音声通話が無料

Y

3,680円
※2、4

O

3,980円
※2、5

Ｉ
4,090円

※2U

3,680円
※2、4

Ｉ

3,050円
※2

O
3,040円

※2、5

B
2,980円※2

L
3,080円

※2

L
4,080円

※2

B

4,230円
※2

MNOサブブランド

MVNO

（10GB）

（6GB）

（12GB）
Y

2,680円
※2

U
2,680円

※2

2,360円
※2、5

B

2,360円
※2

MNOサブブランド

（3GB）

MVNO

2,430円
※2

MVNO

Ｉ
OL

2,430円
※2

L
1,980円

※2

O

2,160円
※2、5 B

2,230円
※2

MVNO

6,850円※1

（～7GB）

MNOメインブランド
MNOメインブランド

（500MB/１GB）

N 2,480円
※3

（従量制）

（凡例）MVNO・MNOサブブランド
O：オプテージ I：IIJ L：LINEモバイル（ソフトバンク系列のMVNO）
B：ビックローブ（KDDI系列のMVNO） N：日本通信
Y：Y!mobile（ソフトバンクのサブブランド） U：UQ（KDDIのサブブランド）

（出典：各社HPを基に総務省作成）

2,010円
※2

Ｉ

（～20GB）

YU 4,480円
※2

4,680円
※2

新たな
料金プラン
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MNO３社が販売するスマートフォン
機種数（4G端末）の価格帯別の割合

従来の商慣行 端末の多様化

改正電気通信事業法による
通信料金と端末代金の完全分離

2019年
（1～８月）

2020年
（１～８月）

高価格帯
（10万円～）

37.0％
（10端末）

5.3％
（1端末）

中価格帯
（４～10万円）

33.3％
（9端末）

52.6％
（10端末）

低価格帯
（～４万円）

29.6％
（8端末）

42.1％
（8端末）

合計 27端末 19端末

※ 端末数はMNO３社が当該期間中に発売した機種の延べ数。
※ 発売時の販売価格（税抜）で分類

通信料金を高く
設定し、これを
原資とした
過度な端末代金
の値引きが横行

端末代金

通信料金

端末代金

通信料金

端末代金

通信料金

本来の費用構造 実際の料金・代金設定

２．端末流通経路等の多様化

・ 量販店を通じたSIMフリー端末の販売
・ 中古端末の流通拡大
（2019年度の販売台数：約163万台※１、
2025年度の予測 ：約265万台※２）

※１ RMJ調べ、※2 MM総研調べ

１．端末の種類の多様化

分離による端末代金の
上昇を防ぐため、
低～中価格帯の端末の
ラインナップが充実

＜分離＞



デジタル競争環境
の整備

データ主導社会における無形資産の意味（試論） 25

無形資産
（データ）

経済統計
において
捕捉されず

経済的
インパクトが
不明確

プロットフォーマーによる
データ集積

（情報の非対称性）

寡占的市場構造
（富の集中）

超過利潤・過剰貯蓄
（低成長・低金利・低インフレ）

事業規模の
スケーラビリティ
（ネットワーク効果等）

デジタル財の生産
（限界費用ゼロ）

共有材としてのデータ
（外部性）

円滑なデータ流通環境
の整備

（データポータビリティ）

データ価値の
見える化

（情報銀行等）

人材育成（労働力の付
加価値向上）

研究開発（新産業の創
出）

労働分配率が上昇しない
（低い雇用創出効果）
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適正なバランス

トラストの確保

利便性

セキュリティ プライバシー

国境を越えた
情報の

自由な流通の確保

社会課題解決型の
技術革新の実現

利用者本位の
デジタルエコノミーの実現




